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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高 （千円） 8,990,136 10,319,471 16,746,813 19,131,916 25,893,332

経常利益 （千円） 483,137 759,870 1,224,840 811,854 1,783,334

中間（当期）純利益 （千円） 280,137 435,467 722,837 441,979 1,060,797

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 865,199 1,888,199 1,888,199 865,199 1,888,199

発行済株式総数 （株） 1,235,103 1,455,103 2,910,206 1,235,103 2,910,206

純資産額 （千円） 4,520,454 7,166,337 8,480,641 4,700,876 7,790,883

総資産額 （千円） 12,695,683 15,941,062 25,278,120 13,353,931 19,538,457

１株当たり純資産額 （円） 3,661.55 4,926.99 2,915.43 3,807.69 2,678.19

１株当たり中間（当期）純

利益金額
（円） 226.91 322.73 248.49 358.00 378.46

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － 319.48 246.11 － 374.55

１株当たり配当額 （円） － － － 15 10

自己資本比率 （％） 35.6 45.0 33.6 35.2 39.9

営業活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △76,336 △607,069 △3,562,200 △235,962 △781,811

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △33,842 △74,655 △713,428 92,587 △1,982,942

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） 300,337 1,416,878 4,606,096 △317,792 3,268,164

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（千円） 1,088,309 1,176,784 1,271,160 436,832 939,720

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

149

(17)

185

(27)

242

(37)

174

(21)

233

(35)

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第38期は、当社は非上場であり、期中平均株

価が把握できないため、記載しておりません。また、第38期中は、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社が存在していないため、記載して

おりません。

５．純資産の算定にあたり、第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 242 (37) 

　（注）   従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

んでんでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間期におけるわが国経済は、輸出を支えに全体として景気拡張が継続しましたが、原油価格の高騰や原材料素材

価格の高値推移に加えて米国のサブプライムローン問題顕在化に伴う金融市場の混乱の影響もあり、景気先行きの不

透明感が強まりました。 

　一方、世界経済も、総じて好調に推移したＥＵ、ロシア及びアジア経済や原油高騰に伴うオイルマネー等に支えられ

て堅調に推移しましたが、米国のサブプライムローン問題の影響から、日本国内経済同様に景気の先行きについて不

透明感が強くなりました。 

  このような経済環境の変化はあったものの、当社は薄膜部門におきましては、ターゲット製品の需要拡大とケミカ

ル製品の事業展開に対応すべく、前期に続きターゲット製造装置の拡充を行い、また貴金属精製ラインとして平成19

年12月、土浦工場を新たに立ち上げました。電子部門におきましては、新合金素材を中心に新たな用途や市場の開拓に

注力し、電子部品向け結晶育成装置の設備増強に伴う坩堝等の需要にスムーズに対応するべく注力して参りました。

センサー部門におきましては、半導体の需要低迷により受注はやや伸び悩みましたが、平成19年７月につくば工場敷

地内に工場棟を増築し、増産に向けた効率的でクリーンな生産体制が整いました。

  これらを背景といたしまして、当中間期の業績は、売上高16,746,813千円（前年同期比62.3％増）、営業利益1,257,468

千円（同65.1％増）、経常利益1,224,840千円（同61.2％増）、中間純利益722,837千円（同66.0％増）と　なりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税引前中間純利益が1,225,338千円（前年同

期比64.1％増）となったものの、たな卸資産の増加や有形固定資産の増加などもあり前年度同期末と比べ94,375千円

増加し、1,271,160千円となりました。

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 　　　営業活動の結果使用した資金は3,562,200千円（前年同期は607,069千円の使用）となりました。　　

　これは主に、税引前中間純利益が1,225,338千円となったものの、需要の増大に対応すべくルテニウムを中心に地

金の仕入が増加し、たな卸資産が3,605,268千円増加したことと、法人税等の支払額564,582千円があったためであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は713,428千円（前年同期は74,655千円の使用）となりました。これは主に、つく

ば工場のＤ棟建設とターゲット製造設備の増強、センサー生産ラインの増強等の有形固定資産の取得に伴う支出

が682,877千円あったためであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は4,606,096千円（前年同期は1,416,878千円の収入）となりました。これは主に短

期借入金による収入が4,300,000千円、長期借入金による収入が800,000千円あったのに対し、長期借入金の返済に

よる支出が463,105千円あったためであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

生産高（千円） 前年同期比（％）

電子部門 5,987,698 175.9

薄膜部門 7,058,465 158.8

センサー部門 886,114 104.2

その他 2,569,664 146.3

合計 16,501,943 157.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当中間会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
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事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

電子部門 6,081,411 173.7 372,937 80.8

薄膜部門 7,524,166 170.1 990,713 252.9

センサー部門 930,545 106.2 186,425 108.7

その他 2,856,915 154.9 301,188 124.9

合計 17,393,038 163.4 1,851,264 146.3

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

売上高（千円） 前年同期比（％）

電子部門 6,162,764 184.2

薄膜部門 6,993,255 159.8

センサー部門 943,178 112.2

その他 2,647,615 150.7

合計 16,746,813 162.3

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

三菱商事株式会社 2,033,983 19.7 4,432,741 26.5
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３【対処すべき課題】

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【経営上の重要な契約等】

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

５【研究開発活動】

当社は、高度情報化社会の発展には欠くことのできない素材である、貴金属を取り扱う専業メーカーとして、多様化

するユーザーのニーズに応えるとともに、新素材、新用途の積極的な提案を継続し、社会と環境に貢献する次世代製品

の開発に鋭意邁進しております。

当社の研究開発活動は、社内の開発情報を有機的に結合させ、収益に繋がる開発を迅速かつ効果的に進めるため、研

究開発セクションを統合した研究開発部を設置しております。研究開発部には、バルクグループ、ケミカルグループ、

薄膜グループ、知財グループの４部門があり、各グループは、顧客ニーズに合わせた新素材の開発及びその開発品の新

製造プロセスの設計を行っております。その中でもケミカルグループは、新素材の開発のみならず、工業用貴金属製品

専業メーカーとして、貴重な素材をより効率的に、かつ高品質に回収・再生できるプロセスの開発に力を注いでおり

ます。

　当中間会計期間における研究開発費の総額は、143,326千円（前年同期間比31,635千円増加）であり、主な研究開発成

果は以下のとおりであります。

(1）効率的なルテニウム精製ラインの立ち上げ（土浦工場）

　つくば工場において前事業年度にルテニウム精製ラインを軌道に乗せることができましたが、当中間期には土浦

工場においてさらに効率的なルテニウム精製ラインを立ち上げるべく取り組んで参りました。その結果、平成19年

12月に工場建屋・設備ともに竣工し、ルテニウムターゲット及び化合物の需要の増加に対応可能な生産体制を整え

ることができました。

(2）スクラップからの貴金属回収技術の開発への取り組み

　廃触媒などのスクラップからの貴金属の回収技術開発については2007年３月より、三菱マテリアル株式会社、三菱

商事株式会社との共同開発事業として取り組んでおりますが、３社間での協力体制を強化しつつ、商業ベースでの

早期の技術確立を目指しております。

(3）大学・研究機関との共同研究等

　当社はソルボサーマル結晶育成技術研究組合をはじめとして、環境やエネルギーに係わる技術開発や研究開発に

おいて、大学や研究機関との共同研究に積極的に参画しております。また、その成果を当社の製品に生かすことを通

じて次世代の環境やエネルギーへの貢献をすべく取り組んでおります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　(1)当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充について完了したものは、

　　　次のとおりであります。

 　①　新設

　　　　　土浦工場の工場棟が平成19年12月に竣工しました。

　 ②  拡充

　　　　　つくば工場のクリーンルームについては平成19年８月に完了し、９月から使用開始しております。

　　　　　つくば工場のルテニウムターゲット生産設備については平成19年９月に完了し、10月から操業を開始し

　　　　　　ております。これにより、ルテニウムターゲットの生産能力は約30％増加しました。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,335,760

計 8,335,760

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,910,206 2,910,206 ジャスダック証券取引所 －

計 2,910,206 2,910,206 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成18年３月30日臨時株主総会決議に基づく第１回新株予約権の付与

平成18年４月10日発行の新株予約権（ストックオプション）

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 163（注）１、２ 159（注）１、２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,600（注）１、３ 31,800（注）１、３

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,350（注）４ １株当たり2,350（注）４

新株予約権の行使期間
平成21年４月３日から

平成28年３月29日まで

平成21年４月３日から

平成28年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 １株当たり2,350

資本組入額 １株当たり1,175

発行価格　 １株当たり2,350

資本組入額 １株当たり1,175

新株予約権の行使の条件 （注）５ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６ （注）６

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議から退職等の理由により権利を喪失

した者の当該数を減じております。

２．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、200株であります。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数の調整をする

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的とな

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並び

に、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要

と認める株式の数の調整を行う。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は次の算式により１

株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転

を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。
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５．(1）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役または従業員のいずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株予約権を行使することができる。ただし定

年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

(2）新株予約権者が死亡した場合、権利を喪失するものとする。

(3）新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券が上場した場合に限り、新株予約権を行使することができ

る。

(4）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき新株予約権割当契約に定めるところによる。

６．新株予約権を譲渡し、または、これに担保権を設定することができない。
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②　平成18年３月30日臨時株主総会決議に基づく第２回新株予約権の付与

平成18年５月25日発行の新株予約権（ストックオプション）

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 5（注）１ 5（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,000（注）２ 1,000（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,350（注）３ １株当たり2,350（注）３

新株予約権の行使期間
平成21年４月３日から

平成28年３月29日まで

平成21年４月３日から

平成28年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 １株当たり2,350

資本組入額 １株当たり1,175

発行価格　 １株当たり2,350

資本組入額 １株当たり1,175

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－ －

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、200株であります。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数の調整をする

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的とな

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並び

に、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要

と認める株式の数の調整を行う。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は次の算式により１

株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」と、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継

される場合、または、当社が会社分割を行う場合、並びに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転

を行い本件新株予約権が承継される場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

４．(1）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役または従業員のいずれかの地位を保有しているこ

と、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限り新株予約権を行使することができる。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

(2）新株予約権者が死亡した場合、権利を喪失するものとする。

(3）新株予約権者は、当社の普通株式にかかる株券が上場した場合に限り、新株予約権を行使することができ

る。

(4）その他の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．新株予約権を譲渡し、または、これに担保権を設定することができない。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成19年７月１日～

 平成19年12月31日
－ 2,910,206 － 1,888,199 － 1,857,237

 

（５）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

古屋　堯民 東京都杉並区 515,866 17.72

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内２－３－１ 364,544 12.52

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 224,100 7.70

ロンミンピーエルシー

（常任代理人　ハーバート・

スミス外国法事務弁護士事務

所）

4 Grosveor Place,London SW1X 7YL U.K.

（東京都港区虎ノ門２－３－17）
200,000 6.87

古屋　瑛夫 東京都八王子市 140,000 4.81

水口　美津 東京都八王子市 139,400 4.79

古屋　慶夫  埼玉県さいたま市緑区 100,000 3.43

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 93,500 3.21

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 70,000 2.40

フルヤ金属従業員持株会 東京都豊島区南大塚２－３７－５ 52,500 1.80

計 － 1,899,910 65.28
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式2,908,200 29,082 －

単元未満株式 普通株式      706 － －

発行済株式総数 2,910,206 － －

総株主の議決権 － 29,082 －

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社フルヤ金属
東京都豊島区南大

塚二丁目37番５号
1,300 － 1,300 0.05

計 － 1,300 － 1,300 0.05

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 15,790 14,500 14,600 14,800 14,100 12,600

最低（円） 13,160 10,610 12,250 13,000 10,820 10,710

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第 193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中間財務諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人による中間監査を受けて

おります。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金 ※２ 1,186,784   1,281,160   949,720   

２　受取手形 ※６ 224,924   107,160   159,338   

３　売掛金  2,617,097   3,190,672   2,894,782   

４　たな卸資産 ※２ 8,766,078   13,856,708   10,251,439   

５　繰延税金資産  87,731   119,658   116,909   

６　その他 ※４ 122,841   592,757   469,595   

流動資産合計   13,005,457 81.6  19,148,116 75.7  14,841,787 76.0

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産           

(1）建物 ※1,2 1,217,082   2,415,653   1,481,220   

(2）機械装置 ※1,2 501,116   776,708   778,635   

(3）土地 ※２ 514,800   1,612,020   1,612,020   

(4）建設仮勘定  136,251   433,770   18,784   

(5）その他  61,409   131,353   71,146   

計  2,430,659   5,369,506   3,961,807   

２　無形固定資産  5,290   162,236   164,601   

３　投資その他の資産           

(1）投資有価証券  118,477   113,309   117,154   

(2）保険積立金  229,922   279,987   250,370   

(3）繰延税金資産  95,955   111,196   108,302   

(4）その他  55,300   93,766   94,431   

計  499,654   598,260   570,261   

固定資産合計   2,935,605 18.4  6,130,003 24.3  4,696,670 24.0

資産合計   15,941,062 100.0  25,278,120 100.0  19,538,457 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金 ※２ 2,675,709   2,973,137   3,365,084   

２　短期借入金 ※２ 1,500,000   7,100,000   2,800,000   

３　１年以内返済予定長
期借入金

※２ 1,786,885   934,560   902,045   

４　未払金  269,595   344,088   377,861   

５　未払法人税等  352,212   518,514   564,534   

６　賞与引当金  118,041   159,993   147,653   

７　その他  379,538   1,301,163   432,022   

流動負債合計   7,081,981 44.4  13,331,457 52.7  8,589,201 43.9

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※２ 1,451,270   3,192,360   2,887,980   

２　退職給付引当金  117,244   129,901   132,100   

３　役員退職慰労引当金  120,229   139,760   134,292   

４　その他  4,000   4,000   4,000   

固定負債合計   1,692,743 10.6  3,466,021 13.7  3,158,373 16.2

負債合計   8,774,724 55.0  16,797,478 66.4  11,747,574 60.1

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   1,888,199 11.8  1,888,199 7.5  1,888,199 9.7

２　資本剰余金           

(1）資本準備金  1,857,237   1,857,237   1,857,237   

資本剰余金合計   1,857,237 11.7  1,857,237 7.3  1,857,237 9.5

３　利益剰余金           

(1）利益準備金  9,435   9,435   9,435   

(2）その他利益剰余
金

          

特別償却準備金  295   60   60   

別途積立金  80,000   80,000   80,000   

繰越利益剰余金  3,332,631   4,651,944   3,958,197   

利益剰余金合計   3,422,362 21.5  4,741,439 18.8  4,047,692 20.7

４　自己株式   △2,381 △0.0  △4,090 △0.0  △2,381 △0.0

株主資本合計   7,165,417 45.0  8,482,786 33.6  7,790,747 39.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券評価
差額金

  920 0.0  △2,144 △0.0  135 0.0

評価・換算差額等合
計

  920 0.0  △2,144 △0.0  135 0.0

純資産合計   7,166,337 45.0  8,480,641 33.6  7,790,883 39.9

負債純資産合計   15,941,062 100.0  25,278,120 100.0  19,538,457 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   10,319,471 100.0  16,746,813 100.0  25,893,332 100.0

Ⅱ　売上原価   8,817,613 85.4  14,630,331 87.4  22,490,371 86.9

売上総利益   1,501,857 14.6  2,116,482 12.6  3,402,960 13.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費   740,130 7.2  859,013 5.1  1,615,609 6.2

営業利益   761,727 7.4  1,257,468 7.5  1,787,351 6.9

Ⅳ　営業外収益 ※１  63,684 0.6  68,338 0.4  113,775 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  65,541 0.6  100,966 0.6  117,793 0.4

経常利益   759,870 7.4  1,224,840 7.3  1,783,334 6.9

Ⅵ　特別利益   － －  513 0.0  621 0.0

Ⅶ　特別損失   13,357 0.1  14 0.0  47,490 0.2

税引前中間（当
期）純利益

  746,512 7.3  1,225,338 7.3  1,736,465 6.7

法人税、住民税及び
事業税

 342,014   506,579   747,624   

法人税等調整額  △30,969 311,044 3.0 △4,077 502,501 3.0 △71,956 675,667 2.6

中間（当期）純利
益

  435,467 4.3  722,837 4.3  1,060,797 4.1
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
準備金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

平成18年６月30日　残高
（千円）

865,199 834,237 834,237 9,435 295 80,000 2,915,682 3,005,413 △1,479 4,703,370

中間会計期間中の変動額           

新株の発行 1,023,000 1,023,000 1,023,000 － － － － － － 2,046,000

剰余金の配当 － － － － － － △18,518 △18,518 － △18,518

中間純利益 － － － － － － 435,467 435,467 － 435,467

自己株式の取得 － － － － － － － － △902 △902

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合
計
（千円）

1,023,000 1,023,000 1,023,000 － － － 416,949 416,949 △902 2,462,046

平成18年12月31日　残高
（千円）

1,888,199 1,857,237 1,857,237 9,435 295 80,000 3,332,631 3,422,362 △2,381 7,165,417

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年６月30日　残高
（千円）

△2,494 △2,494 4,700,876

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 － － 2,046,000

剰余金の配当 － － △18,518

中間純利益 － － 435,467

自己株式の取得 － － △902

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

3,414 3,414 3,414

中間会計期間中の変動額合
計
（千円）

3,414 3,414 2,465,461

平成18年12月31日　残高
（千円）

920 920 7,166,337

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
準備金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

平成19年６月30日　残高
（千円）

1,888,199 1,857,237 1,857,237 9,435 60 80,000 3,958,197 4,047,692 △2,381 7,790,747

中間会計期間中の変動額           

新株の発行 － － － － － － － － － －

剰余金の配当 － － － － － － △29,090 △29,090 － △29,090

中間純利益 － － － － － － 722,837 722,837 － 722,837

自己株式の取得 － － － － － － － － △1,708 △1,708
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
準備金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合
計
（千円）

－ － － － － － 693,747 693,747 △1,708 692,038

平成19年12月31日　残高
（千円）

1,888,199 1,857,237 1,857,237 9,435 60 80,000 4,651,944 4,741,439 △4,090 8,482,786

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年６月30日　残高
（千円）

135 135 7,790,883

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 － － －

剰余金の配当 － － △29,090

中間純利益 － － 722,837

自己株式の取得 － － △1,708

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額）

△2,280 △2,280 △2,280

中間会計期間中の変動額合
計
（千円）

△2,280 △2,280 689,758

平成19年12月31日　残高
（千円）

△2,144 △2,144 8,480,641

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
準備金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

平成18年６月30日　残高
（千円）

865,199 834,237 834,237 9,435 295 80,000 2,915,682 3,005,413 △1,479 4,703,370

事業年度中の変動額           

特別償却準備金の取崩 － － － － △235 － 235 － － －

新株の発行 1,023,000 1,023,000 1,023,000 － － － － － － 2,046,000

剰余金の配当 － － － － － － △18,518 △18,518 － △18,518

当期純利益 － － － － － － 1,060,797 1,060,797 － 1,060,797

自己株式の取得 － － － － － － － － △902 △902

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

1,023,000 1,023,000 1,023,000 － △235 － 1,042,514 1,042,279 △902 3,087,377

平成19年６月30日　残高
（千円）

1,888,199 1,857,237 1,857,237 9,435 60 80,000 3,958,197 4,047,692 △2,381 7,790,747
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年６月30日　残高
（千円）

△2,494 △2,494 4,700,876

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩 － － －

新株の発行 － － 2,046,000

剰余金の配当 － － △18,518

当期純利益 － － 1,060,797

自己株式の取得 － － △902

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

2,629 2,629 2,629

事業年度中の変動額合計
（千円）

2,629 2,629 3,090,007

平成19年６月30日　残高
（千円）

135 135 7,790,883
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約キャッシュ
・フロー計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

税引前中間（当期）純利益  746,512 1,225,338 1,736,465

減価償却費  99,182 170,685 226,801

賞与引当金の増減額  20,832 12,340 50,444

役員賞与引当金の増減額  △12,100 △21,700 21,700

退職給付引当金の増減額  10,684 △2,199 25,541

役員退職慰労引当金の増減額  14,044 5,467 28,108

受取利息及び受取配当金  △88 △236 △2,483

支払利息  47,310 87,326 100,385

為替差損益  △1,311 △22,487 522

株式交付費  11,571 － 12,154

デリバティブ評価損  6,042 11,910 3,466

有形固定資産除却損  4,474 14 29,723

有形固定資産売却益  － － △621

投資有価証券売却益  △1,270 － △1,270

投資有価証券売却損  1,110 － 1,110

売上債権の増減額  △199,783 △225,662 △408,395

たな卸資産の増減額  △1,265,775 △3,605,268 △2,751,136

仕入債務の増減額  344,758 △425,720 1,142,400

未払消費税の増減額  △116,685 － △40,745

未収消費税の増減額  － △100,296 △401,859

その他資産の増減額  △16,744 △23,176 △45,870

その他負債の増減額  1,950 △3,939 54,924

役員賞与の支払額  － － △12,100

小計  △305,285 △2,917,602 △230,734

利息及び配当金の受取額  530 240 2,898

利息の支払額  △47,070 △80,256 △89,636

法人税等の支払額  △255,243 △564,582 △464,339

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △607,069 △3,562,200 △781,811
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約キャッシュ
・フロー計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

有形固定資産の取得による支
出

 △77,221 △682,877 △1,783,314

有形固定資産の売却による収
入

 － － 6,300

無形固定資産の取得による支
出

 － △1,842 △159,919

投資有価証券の売却による収
入

 21,280 － 21,280

その他の投資の増加による支
出

 △18,714 △40,636 △108,824

その他投資等の減少による収
入

 － 11,927 41,534

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △74,655 △713,428 △1,982,942

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

短期借入れによる収入  6,100,000 － 13,500,000

短期借入金の返済による支出  △6,300,000 － △12,400,000

短期借入金の増減額  － 4,300,000 －

長期借入による収入  － 800,000 1,950,000

長期借入金の返済による支出  △398,130 △463,105 △1,796,260

株式の発行による収入  2,034,429 － 2,033,845

自己株式の取得による支出  △902 △1,708 △902

配当金の支払額  △18,518 △29,090 △18,518

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 1,416,878 4,606,096 3,268,164

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算
差額

 4,798 972 △522

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  739,951 331,439 502,888

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  436,832 939,720 436,832

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

※ 1,176,784 1,271,160 939,720
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　 同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しており

ます。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）デリバティブ

　時価法を採用しております。

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

製品、仕掛品

　個別法による低価法を採用し

ております。

(3）たな卸資産

製品、仕掛品

同左

(3）たな卸資産

製品、仕掛品

同左

 原材料

時価のあるもの

　後入先出法による低価法を

採用しております。なお、原

材料の評価に際しては、金属

の族性及び用途を考慮のう

え、分類した種類単位をもっ

て、評価方法適用単位として

おります。

原材料

時価のあるもの

同左

原材料

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　後入先出法による原価法を

採用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 商品

　個別法による原価法を採用し

ております。

商品

同左

商品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

(1）有形固定資産

同左

 

(1）有形固定資産

同左

 建物　　　　　　３年～38年

機械装置　　　　３年～15年

 

 

 

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、賞与支給見込

額の当中間会計期間負担分を計

上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給見

込額の当事業年度負担分を計上

しております。

 (3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

なお、当中間会計期間では支給

見込額の当中間会計期間負担額

を合理的に見積もることが困難

であったため、計上しておりませ

ん。

(3）役員賞与引当金

         同左

 

(3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務に基づき計上しておりま

す。

 (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく中間期末要支給額を計上し

ております。

　また、過年度役員退職慰労引当

金の総額は133,277千円であり、

第35期より５年間で均等額を費

用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく中間期末要支給額を計上し

ております。

　

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程に

基づく期末要支給額を計上して

おります。

 また、過年度役員退職慰労引

当金の総額は133,277千円であ

り、第35期より５年間で均等額を

費用処理しております。

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の要件

を充たしている場合には振当処

理を、金利スワップについて特例

処理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用しておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段

為替予約

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

 

 

 

 

 ｂ．ヘッジ手段

金利スワップ

 

 

 

 

 ヘッジ対象

借入金の利息

 

 

 

 

 (3）ヘッジ方針

　主に当社の内規である「デリバ

ティブ取引管理規程」に基づき、

金利変動リスク、為替変動リスク

をヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

と相場変動の累計を基礎にして、

有効性を評価しております。ただ

し、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、中間決算日における有効

性の評価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

と相場変動の累計を基礎にして、

有効性を評価しております。ただ

し、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、決算日における有効性の

評価を省略しております。

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　　　　　　　――――――

 

　　　　　　　　――――――

 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い)

当事業年度より、「繰延資産の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会

平成18年８月11日実務対応報告第19号）を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。

――――――

 

――――――

 

（減価償却方法の変更）

当事業年度より、法人税法の改正にともな

い、平成19年４月１日以降取得の有形固定資

産については、改正法人税法に規定する償却

方法により減価償却費を計上しております。

なお、この変更における営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

  表示方法の変更  

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

　　　　　　　　――――――

 

(キャッシュ・フロー計算書)

  財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入金の増減額」は、

前期は「短期借入れによる収入」及び「短期借入金の返済による支

出」で総額表示しておりましたが、借入期間が短く、かつ、回転が速い

短期借入金が主であるため純額表示することとしました。

　なお、当期の「短期借入金の増減額」を総額表示すると、「短期借入

れによる収入」の金額は 22,481,818千円、「短期借入金の返済による

支出」の金額は 18,181,818千円となります。

  追加情報  

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　　　　　　　　――――――   法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に達した期の翌期よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。なお、この変更に

伴う当中間会計期間の損益への影響は軽微で

あります。

─────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,127,135千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

         2,321,019千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

         2,154,784千円

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりで

あります。

預金 10,000千円

原材料 51,523千円

建物 1,185,656千円

機械装置 83,232千円

土地 514,800千円

計 1,845,212千円

預金     10,000千円

原材料    161,238千円

建物 1,623,352千円

機械装置    68,666千円

土地    514,800千円

計  2,378,056千円

預金     10,000千円

原材料    53,861千円

建物  1,445,705千円

機械装置    75,251千円

土地    514,800千円

計  2,099,618千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

買掛金 2,280,392千円

短期借入金 636,363千円

１年以内返済予定長期

借入金
861,270千円

長期借入金 936,885千円

計 4,714,911千円

買掛金  2,237,413千円

短期借入金  3,218,666千円

１年以内返済予定長期

借入金
   414,560千円

長期借入金  1,322,360千円

計  7,193,000千円

買掛金  2,283,444千円

短期借入金  1,227,272千円

１年以内返済予定長期

借入金
   502,045千円

長期借入金  1,497,980千円

計  5,510,742千円

　３　受取手形裏書譲渡高

16,768千円

　３　受取手形裏書譲渡高

      15,337千円

　３　受取手形裏書譲渡高

     14,934千円

※４　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表示しており

ます。

※４　消費税等の取扱い

同左

※４

――――――

　５　当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

　５　当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

　５　当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの

総額
5,500,000千円

貸出実行残高 1,400,000千円

差引額 4,100,000千円

貸出コミットメントの

総額
 7,500,000千円

貸出実行残高  7,100,000千円

差引額    400,000千円

貸出コミットメントの

総額
 5,500,000千円

貸出実行残高  2,700,000千円

差引額  2,800,000千円

※６　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含まれておりま

す。

※６　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含まれておりま

す。

※６　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、

当事業年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

受取手形 37,209千円 受取手形     14,436千円 受取手形     13,946千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

研究開発助成金収入 49,889千円 研究開発助成金収入 32,552千円

為替差益 22,487千円

研究開発助成金収入     84,333千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 47,310千円

株式交付費 11,571千円

デリバティブ評価損 6,042千円

支払利息     87,326千円

デリバティブ評価損    11,910千円

支払利息    100,385千円

株式交付費     12,154千円

デリバティブ評価損      3,466千円

　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額

有形固定資産 98,574千円

無形固定資産 607千円

有形固定資産    166,479千円

無形固定資産    4,206千円

有形固定資産    225,585千円

無形固定資産      1,216千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）1 1,235,103 220,000 － 1,455,103

合計 1,235,103 220,000 － 1,455,103

自己株式     

普通株式（注）2 528 70 － 598

合計 528 70 － 598

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加220,000株は、公募増資による新株発行であります。

 ２．自己株式の増加70株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項ありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月29日

定時株主総会
普通株式 18,518 15 平成18年６月30日 平成18年10月２日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,910,206 － － 2,910,206

合計 2,910,206 － － 2,910,206

自己株式     

普通株式（注）1 1,196 130 － 1,326
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前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

合計 1,196 130 － 1,326

（注）1.自己株式の増加130株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項ありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日

定時株主総会
普通株式 29,090 10 平成19年６月30日 平成19年９月28日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注）1,2 1,235,103 1,675,103 － 2,910,206

合計 1,235,103 1,675,103 － 2,910,206

自己株式     

普通株式（注）3,4 528 668 － 1,196

合計 528 668 － 1,196

  （注）1.普通株式の発行済株式総数の増加220,000株は公募増資による新株発行であります。

　　　　2.普通株式の発行済株式総数の増加1,455,103株は株式の分割によるものであります。

　　　　3.自己株式の増加70株は単元未満株式の買取による増加であります。

　　　　4.自己株式の増加598株は株式の分割によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年９月29日

定時株主総会
普通株式 18,518 15 平成18年６月30日 平成18年10月２日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日

定時株主総会
普通株式 29,090 利益剰余金 10 平成19年６月30日 平成19年９月28日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）
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前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

（千円） （千円） （千円）

現金及び預金勘定 1,186,784

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△10,000

現金及び預金同等物 1,176,784

現金及び預金勘定 1,281,160

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△10,000

現金及び預金同等物 1,271,160

現金及び預金勘定 949,720

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△10,000

現金及び預金同等物 939,720
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 2,957 1,823 1,133

機械及び装置 389,821 230,549 159,271

その他 143,071 77,113 65,957

合計 535,849 309,487 226,362

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 2,957 2,415 542

機械及び装置 588,664 117,199 471,465

その他 80,291 33,078 47,213

合計 671,913 152,693 519,220

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

建物 2,957 2,119 837

機械及び装置 555,005 250,774 304,230

その他 147,041 87,672 59,368

合計 705,004 340,566 364,437

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

１年内 77,903千円

１年超 154,219千円

合計 232,122千円

１年内       98,540千円

１年超        426,077千円

合計        524,617千円

１年内       82,080千円

１年超       287,576千円

合計        369,656千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 41,571千円

減価償却費相当額 38,280千円

支払利息相当額 2,014千円

支払リース料       60,681千円

減価償却費相当額       54,842千円

支払利息相当額      5,664千円

支払リース料     101,760千円

減価償却費相当額       93,893千円

支払利息相当額      6,011千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．　　　　 ２．

未経過リース料  　　　　――――――　  　　　　――――――

１年内 1,218千円

１年超 376千円

合計 1,594千円

           

 　　　　　

           

 　　　　　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成18年12月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 13,325 14,877 1,551

合計 13,325 14,877 1,551

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式（優先株式） 103,600

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行ってお

ります。

当中間会計期間末（平成19年12月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 13,325 9,709 △3,616

合計 13,325 9,709 △3,616

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式（優先株式） 103,600

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行ってお

ります。

前事業年度末（平成19年６月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

(1）株式 13,325 13,554 228

合計 13,325 13,554 228

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式（優先株式） 103,600

　（注）　当事業年度において、有価証券について3,210千円（その他有価証券で時価のあるもの）減損処理を行っておりま

す。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末（平成18年12月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類
契約額等
（千円）

時価（千円）
評価損益
（千円）

通貨 為替予約取引 298,831 304,874 △6,042

　（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので注記の対象から除いて

おります。

当中間会計期間末（平成19年12月31日現在）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類
契約額等
（千円）

時価（千円）
評価損益
（千円）

通貨 為替予約取引 416,007 427,917 △11,910

　（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので注記の対象から除いて

おります。

前事業年度（平成19年６月30日現在）

対象物の種類 取引の種類
契約額等
（千円）

時価（千円）
評価損益
（千円）

通貨 為替予約取引 206,808 210,274 △3,466

  （注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理の要件を満たしておりますので注記の対象から除いてお

ります。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

当事業年度において存在したストック・オプションの内容

 
平成18年４月

ストック・オプション
平成18年５月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社従業員　180名

当社顧問　６名
当社従業員　５名

ストック・オプション数

　(注1,2)
普通株式　37,200株 普通株式　1,000株

付与日 平成18年４月10日 平成18年５月25日

権利確定条件

　新株予約権者は、権利行使時において、当

社の取締役または従業員のいずれかの地

位を保有していること、あるいは、当社と

顧問契約を締結している場合に限り新株

予約権を行使することができる。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。新

株予約権者が死亡した場合、権利を喪失す

るものとする。新株予約権者は、当社の普

通株式にかかる株券が上場した場合に限

り、新株予約権を行使することができる。

　新株予約権者は、権利行使時において、当

社の取締役または従業員のいずれかの地

位を保有していること、あるいは、当社と

顧問契約を締結している場合に限り新株

予約権を行使することができる。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。新

株予約権者が死亡した場合、権利を喪失す

るものとする。新株予約権者は、当社の普

通株式にかかる株券が上場した場合に限

り、新株予約権を行使することができる。

対象勤務期間
自平成18年４月10日

至平成21年４月２日

自平成18年５月25日

至平成21年４月２日

権利行使期間
自平成21年４月３日

至平成28年３月29日

自平成21年４月３日

至平成28年３月29日

権利行使価格　　　（円） 2,350 　　　　　　　　　　　　　　2,350

公正な評価単価（付与日）

（円）
　　　　　　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　　　　　　－

（注）1.株式数に換算して記載しております。

　　　2.平成19年５月１日付の株式分割（１株につき２株の割合）に伴う調整を行っております。

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 4,926.99円

１株当たり中間純利益

金額
322.73円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
319.48円

１株当たり純資産額   2,915.43円

１株当たり中間純利益

金額
    248.49円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
    246.11円

当社は、平成19年５月１日付で株式

１株につき、２株の株式分割を行って

おります。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期間に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額   2,463.50円

１株当たり中間純利益

金額
   161.37円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額
  159.74円

１株当たり純資産額 2,678.19円

１株当たり当期純利益

金額
   378.46円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
    374.55円

当社は、平成19年５月１日付で株式

１株につき、２株の株式分割を行って

おります。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額   1,903.84円

１株当たり当期純利益

金額
   179.00円

 　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できませんの

で、記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 435,467        722,837        1,060,797

普通株主に帰属しない金額（千円） －  － －　

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
435,467   　　　　722,837          1,060,797

期中平均株式数（千株） 1,349      2,910      2,804

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
 　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　  　　　　　　　　

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 14  28 29

（うち新株予約権） （　14） （　28） （　29）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要

――――― ――――― ―――――
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（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．第二工場建設に伴う固定資産の取得について

(1）取得の理由

当社業容の拡大に備え、第二工場を建設するため、建設用地を取得いたしました。各事業部門の生産設備

を増強するためでありますが、第一期工事としては、主にプラチナグループメタルの精製回収能力及びケミ

カル製品の生産能力の増強を目的としております。

(2）取得資産の内容

資産の内容：第二工場建設候補地（工業用地）

敷地面積：約44,000㎡

所在地：茨城県土浦市沢辺（東筑波新治工業団地）

取得価額：約13億円

(3）取得先の概要

商号：財団法人茨城県開発公社

本店所在地：茨城県水戸市笠原町978番地25号

代表者：理事長　石川哲夫

基本財産の額：90,000千円

主な事業内容：工業団地の造成、販売

当社との関係：ありません

(4）取得の日程

平成19年１月26日　取締役会決議

平成19年２月22日　売買契約締結

(5）資金計画

新規公開時に実施した公募増資による手取金の一部を充当した他、金融機関からの借入により調達しま

した。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 該当ありません。

 

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 　　　　　　　該当ありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第39期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月27日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年12月12日関東財務局長に提出。

　事業年度（第39期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

　ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年３月26日

株式会社フルヤ金属  

 取締役会　御中    

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 稲村　榮典　　印

 業務執行社員  公認会計士 柳下　敏男　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フ

ルヤ金属の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第39期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から平成18

年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社フルヤ金属の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１日か

ら平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成19年１月26日の取締役会決議に基づき、平成19年２月22日に、

第二工場建設予定地を取得している。

　　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年３月25日

株式会社フルヤ金属  

 取締役会　御中    

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 稲村　榮典　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柳下　敏男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フルヤ金属の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第40期事業年度の中間会計期間（平成19年７月１日

から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社フルヤ金属の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年７月１日か

ら平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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